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地方公共団体における施設種別の太陽光発電の導入目標の設定について（案） 

 

令 和 ５ 年 ９ 月 2 7 日 

公 共 部 門 等 の 脱 炭 素 化 に 関 す る 関 係 府 省 庁 連 絡 会 議 

令 和 ６ 年 ３ 月 2 5 日 

一 部 改 定 

 

「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の削減等のため実行すべき措置に

ついて定める計画」（令和３年 10月 22日閣議決定。以下「政府実行計画」という。）におい

て、2030年度には設置可能な建築物（敷地を含む。）の約 50％以上に太陽光発電設備を設置

することを目指すこととされており、「地球温暖化対策計画」（令和３年 10 月 22 日閣議決

定。）においては、地方公共団体保有の建築物及び土地における太陽光発電の最大限の導入

等について、国が政府実行計画に基づき実施する取組に準じて、率先的な取組を実施するこ

ととされている。 

また、「2030 年度におけるエネルギー需給の見通し」（令和３年 10 月 22 日公表）におけ

る 2030年度の太陽光発電の導入見込みにおいて、公共部門を率先して実行することで 6.0GW

分の導入が見込まれている。 

その上で、「規制改革実施計画」（令和４年６月７日閣議決定）においては、関係省庁にお

いて、地方公共団体の施設種別に、ｋＷ（設備容量）ベースでの 2030 年度の主に太陽光発

電による再生可能エネルギーの導入目標を策定し PDCA を回す仕組みを構築するとともに、

地方公共団体に対して支援や助言、情報提供等を実施することとされた。 

 また、令和５年９月には 6.0ＧＷ導入目標の達成に向けたＰＤＣＡを回す仕組みの場とし

て、「公共部門等の脱炭素化に関する関係府省庁連絡会議」（以下「連絡会議」という。）を

設置するとともに、「令和５年度地方公共団体における地球温暖化対策の推進に関する法律

施行状況調査」（以下「施行状況調査」という。）を通じて、地方公共団体における太陽光発

電の導入ポテンシャルを把握した。 

これらを踏まえ、地方公共団体が保有する施設における太陽光発電の導入について、以下

の通り目標を策定し、取組を進めることとする。 

 

１．基本的な考え方 

我が国の 2030 年度の温室効果ガス排出削減目標の達成に向けて、再生可能エネルギーの

最大限の活用について取り組むことが不可欠であり、特に比較的短期間での設置が可能な太

陽光発電については、政府施設をはじめ地方公共団体を含めた公共部門全体における率先導
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入が必要な状況にある。 

このため、地球温暖化対策計画、規制改革実施計画等を踏まえ、関係省庁において、PDCA

を回しながら地方公共団体における太陽光発電の導入の推進を図るべく、施設種別の目標を

策定し、必要な取組を行うこととする。 

 

２．目標の設定について 

（１）設置可能な建築物、敷地（ポテンシャル）の考え方について 

地方公共団体における太陽光発電の設置可能性については、環境省がとりまとめた施行状

況調査において、簡易判定基準を定めている（参考）。なお、地方公共団体の簡易判定基準

については、「地球温暖化対策推進法に基づく政府実行計画に関する 2021（令和３）年度実

施状況調査」内の簡易判定基準に準じつつ地方公共団体の回答負担等を考慮したうえで設定。 

本基準を踏まえ、「設置可能な建築物（敷地を含む。）」については、以下のように整理す

ることとする。 

建築物：太陽光発電の設置にあたって、主要な建築物ごとに各判定項目を確認し、簡易判

定基準で○判定（設置可能性が高い）、△判定（設置可能性は高いが、懸念事項あ

り）となったものを設置可能な建築物とする。 

敷 地：上記建築物に付属する敷地について、簡易判定基準で○判定（設置可能性が高い）、

△判定（設置可能性は高いが、懸念事項あり）となったものを設置可能な敷地と

する。 

簡易判定基準に基づく調査は、建築物に関しては 2022（令和４）年度の施行状況調査が初

回であり、敷地に関しては 2023（令和５）年度の施行状況調査が初回であるが、簡易判定基

準で○判定、△判定となった場合でも、現場の状況によって太陽光発電の導入が困難である

など、実際の設置可能性が異なる場合もあると考えられる。また、×判定となった建築物、

敷地についても、追加で設置される場合が考えられる。そのため、必要に応じて、簡易判定

基準や設置可能な建築物・敷地の考え方を適切に見直した上で調査を行うこととする。 

また、施行状況調査において調査する施設種別は下記のとおり（詳細は別紙を参照。）。 

市民文化系施設、社会教育系施設、社会体育施設、幼稚園施設、小中学校施設、特別支援

学校施設、高等学校施設、児童福祉施設、社会福祉施設、医療施設、行政施設、消防施設、

警察施設、公営住宅、廃棄物処理施設、水道施設、下水道施設、その他施設 

 

なお、ペロブスカイト太陽電池のような新技術について、現時点では施行状況調査におい

て考慮していないが、今後実用化された際にはこれまで設置できなかった箇所に設置できる
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ようになる可能性があるため、新技術の開発状況や仕様の詳細が明らかになった段階で、改

めてその扱いを検討することとする。 

 

（２）地方公共団体保有施設における導入目標について 

エネルギー需給見通しにおける公共部門の新規導入見込みである 6.0GWの推計は、下記の

とおり行われている（※）。 

 ① 既設分の設備容量及び国・地方公共団体のポテンシャルの最大値から、設置面積が確

保できない、日射時間が短い、形状が複雑な屋根である等の場合や、老朽施設の割合を

差し引き、設置可能な設備容量のポテンシャルを求める。 

 ② ①のポテンシャルの 50%に導入するものとする。 

 ③ ②から既設置相当量を差し引き、新規に設置が可能なポテンシャルとする。 

※総合エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 再生可能エ

ネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第 34回）資料４ 

（https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/034_04_00.pdf） 

 

地方公共団体施設における kW（設備容量）ベースでの目標についても、政府施設と同様に

上記の考え方をもとに設定する。すなわち、下記のとおり計算するものとする。 

① 既設分の設備容量及び、（１）の設置可能な建築物、敷地（ポテンシャル）におけるポ

テンシャルを求める。 

② ①のポテンシャルの約 50%以上に導入するものとする。 

③ ②から 2021年度までの既設分の設備容量を差し引く。 

 

上記の考え方に基づき計算した、各行政分野の施設を所管する関係省庁において設定する

施設種別の導入目標は、別紙のとおり。ただし、今回設定する導入目標は、原則、施行状況

調査により把握した上述の簡易判定基準に基づく太陽光発電設備の導入ポテンシャルをベ

ースに試算したものであることに留意が必要。 

 

３．取組の進め方 

太陽光発電の最大限の導入のためには、目標の達成に向けた計画的な導入が必要である。

全ての地方公共団体は、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10年法律第 117号）（以
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下「温対法」という。）第 21条第１項に基づき、自らの事務及び事業に関する温室効果ガス

の排出量の削減等のための措置に関する計画（地方公共団体実行計画（事務事業編））の策

定が義務づけられているが、温対法において、地方公共団体実行計画（事務事業編）は、政

府が策定する「地球温暖化対策計画」に即して策定することとされているとともに、「地球

温暖化対策計画」において、地方公共団体実行計画（事務事業編）に関する取組は、政府実

行計画に準じて行うことが求められている。このような観点から、地方公共団体においては、

区域の事業者・住民の模範となるよう、設置可能な施設の約 50％以上に太陽光発電設備を

設置するという導入目標を設定するなど、自ら率先的な取組を行うことが求められている。 

これらも踏まえつつ、環境省をはじめとして関係省庁は、各省庁で連携しながら、地方公

共団体が実施する取組を推進するため、地方公共団体の所管部局に対して、支援や助言、情

報提供等を実施していくとともに、導入状況を踏まえ、必要に応じて予算の確保等について

も検討していくこととする。 

なお、環境省で毎年実施している施行状況調査において、引き続き施設種別の導入状況の

確認を行うとともに、当該調査で取りまとめた結果を連絡会議の場で共有し、公共部門全体

の目標達成に向けた進捗状況を確認しつつ、PDCAを回していくこととする。
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 ○関係省庁において設定する地方公共団体施設における施設種別の太陽光発電の導入ポテンシャルと導入目標 

 

別紙 

※1 地方公共団体施設における「導入目標」は、地球温暖化対策の推進に関する法律施行状況調査により把握した太陽光発電設備の導入ポテンシャルをベースに算出したもの（下水道施設を除く）。 

      本導入目標を参考に、地方公共団体自身が政府実行計画に準じた目標（自団体の設置可能な施設の約 50％以上に太陽光発電設備を設置する等）を設定し、自ら取り組むことを想定しているが、関

係省庁で連携しながら支援や助言、情報提供等を実施する。 

※2 下水道施設における「導入目標」は、第 17 回 再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフォース  会議資料 1-1 「水循環政策における再生可能エネルギー導入促進に向けた数値目標」で公

表されている数値を基に算出したもの。 

※3「その他施設」には、総計値だけ回答した団体の数値を含む（総計値と施設分類別合計値の乖離分を算出し、その値を「その他施設」へ計上）。 

※4 施設種別合計値は、小数点以下の数字を四捨五入している関係で、施設種別ごとの数値を足し上げた場合の数値と一致しない場合がある。 
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○設置可能な建築物の簡易判定基準 

 各判定項目における判定例レベルの一番低いものを当該建築物の判定結果とする。 

 

判定項目 選択肢 判定レベル 

海岸からの距離 1km未満 △ 

1km以上 ○ 

平均積雪量 0cm～150cm未満 ○ 

150cm～200cm未満 △ 

200cm以上 × 

建築物の廃止計画 2030年度以前に廃止予定 × 

2030年度より後に廃止予定、又は時期未定

だが廃止予定 
△ 

計画なし ○ 

建築物が満たす耐震基準 新耐震基準 ○ 

旧耐震基準（耐震工事実施済） ○ 

旧耐震基準（耐震工事未実施） × 

空きスペースの面積 20㎡未満 × 

20㎡以上 ○ 

屋根形状、素材 陸屋根 ○ 

折板屋根 ○ 

傾斜屋根(瓦） △ 

傾斜屋根（金属） ○ 

スレート屋根（大波スレート除く） ○ 

大波スレート屋根 × 

曲面屋根 △ 

テント式屋根 × 

ガラス、プラスチック（ポリカーボネー

ト、塩化ビニル）、トタン等の素材 
× 

その他 △ 

太陽光発電設備を設置でき

ない他の要因 
ある × 

 

 

  

参考 
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○設置可能な敷地の簡易判定基準 

 各判定項目における判定例レベルの一番低いものを当該敷地の判定結果とする。 

 

判定項目 選択肢 判定レベル 

海岸からの距離 1km未満 △ 

1km以上 ○ 

平均積雪量 0cm～150cm未満 ○ 

150cm～200cm未満 △ 

200cm以上 × 

敷地の廃止計画 2030年度以前に廃止予定 × 

2030年度より後に廃止予定、又は時期未定だ

が廃止予定 
△ 

計画なし ○ 

空きスペースの面積 20㎡未満 × 

20㎡以上 ○ 

柵塀等の設置面積 柵塀等の設置の必要はない ○ 

柵塀等の設置面積が確保可能 ○ 

柵塀等の設置面積が確保不可 × 

柵塀等の設置の必要性について未確認 △ 

日影 空きスペース全体が年間を通じて日影になる × 

空きスペース全体が年間を通じて日影になら

ない 
○ 

ソーラーカーポート等の

建築物を要する場合の建

築基準法の建ぺい率・容

積率 

敷地に導入する太陽光発電は建築物ではない ― 

建ぺい率・容積率いずれも足りている ○ 

建ぺい率・容積率いずれかが不足する × 

建ぺい率・容積率について未確認 △ 

地盤強度・地耐力 設備設置可能と確認 ○ 

設備設置可能か未確認 △ 

設備設置不可 × 

太陽光発電設備を設置で

きない他の要因 

ある 
× 

 


